
ご提出いただきました申込書等はいかなる場合におきましても返却いたしかねます。

❢⿊のボールペンで太線枠内を正確にもれなくご記⼊ください。
※本制度の適⽤を受けるためには、下記「申告事項」の内容を確認していただく必要がございます。加盟店登録要領はこちら　➡https:cashless.go.jp/providers/kameiten_register.html

A〜Fのすべての項目について確認のうえ、☑印を付けてください。
F. 加盟店登録要領に記載されている、下記の要件を満たしています。

●中小・小規模事業者の登録要件
　① 減資等 意図的な減資等をおこなっていないこと。
　② 日本国内 日本国内で事業を営む中小・小規模事業者であること。
　③ 安定基準 安定的な事業基盤を有していること。
　④ 指名停止非該当 経済産業省が所管する補助⾦交付等の停止および契約に係る指名停止を受けていないこと。
　⑤ 法令順守 法令順守上の問題を抱えていないこと。
　⑥ 還元対象取引 還元対象外取引のみを⾏っている加盟店ではないこと。

大企業と連携した事業の場合、還元対象となるビジネスモデルとなっていること。
還元対象外取引がある場合、還元対象となるキャッシュレス決済と分けて決済できること。
法令や同意した規定等を遵守していない取引が混在する中小事業者でないこと。

※ID取得済みの場合は必ずご記⼊ください ※既に決済端末を導入済の場合は13桁の端末番号をご記入ください

　□ I 卸売業、小売業
各種商品卸売業 各種商品小売業
繊維・衣服等卸売業 織物・衣服・身の回り品小売業
飲⾷料品卸売業 飲⾷料品小売業
建築材料、鉱物・⾦属材料等卸売業 機械器具小売業
機械器具卸売業 その他の小売業
その他の卸売業 無店舗小売業

　□ M 宿泊業、飲食サービス業
宿泊業 飲⾷店
旅館、ホテル 持ち帰り、配達飲⾷サービス業

　□ N 生活関連サービス業、娯楽業
洗濯・理容・美容・浴場業 娯楽業
その他の生活関連サービス業

　□ O 教育・学習支援業
学校教育 その他の教育、学習支援業

　□ P 医療、福祉
医療業 社会保険・社会福祉・介護事業
保健衛生

ー ー 　□ R サービス業（他に分類されない）
廃棄物処理業 その他の事業サービス

〒 － ⾃動⾞整備業 政治･経済・文化団体
機械等修理業 宗教
職業紹介・労働者派遣業 その他のサービス業

　□ D 建設業
総合工事業 設備工事業
職別工事業（設備工事業を除く）

　□ E 製造業
⾷品製造業 窯業・土石製品製造業

〒 － 飲料・たばこ・飼料製造業 鉄鋼業
繊維工業 非鉄⾦属製造業
木材・木製品製造業（家具を除く） ⾦属製品製造業
家具・装備品製造業 はん⽤機械器具製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業 生産⽤機械器具製造業
印刷・同関連業 業務⽤機械器具製造業
化学工業
石油製品・石炭製品製造業 電気機械器具製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 情報通信機械器具製造業
ゴム製品製造業 輸送⽤機械器具製造業
なめし皮・同製品・毛皮製造業 その他製造業

　□ F 電気・ガス・熱供給・水道業
電気業 熱供給業
ガス業 水道業

　□ G 情報通信業
通信業 ソフトウェア業
放送業 情報処理・提供サービス業

ー ー 情報サービス業 映像・音声・文字情報製作業
インターネット利⽤サービス業

〒 － 　□ H 運輸業・郵便業
鉄道業 航空運輸業
道路旅客運送業 倉庫業

　 道路貨物運送業 運輸に附帯するサービス業
水運業 郵便業

　□ J ⾦融業・保険業
⾦融商品取引業、商品先物取引業 銀⾏業

協同組織⾦融業
　□ K 不動産業・物品賃貸業

不動産取引業 物品賃貸業
不動産賃貸業・管理業

　□ L 学術研究、専門・技術サービス業
学術・開発研究機関 広告業

　□ T 分類不能の産業
分類不能の産業

加盟店登録要領に記載された裏⾯別紙２の対象外業種に該当しません。

暴⼒団等の反社会的勢⼒に関係する事業者に該当しません。

資本⾦⼜は従業員数が、裏⾯別紙１の業種別基準を下回っています。
※中小企業団体・組合等の方は、上記に関わらずチェックのみいれてください

資本⾦⼜は出資⾦が、5億円以上の法⼈に100%の株式を保有されていません。
※中小企業団体・組合等、公益社団法⼈等の方は、上記に関わらずチェックのみいれてください

直近3年間の平均課税所得が、15億円を超えていません。
※フランチャイズチェーン・ガソリンスタンドの方は、上記に関わらずチェックのみ入れてください

D.

B.
C.

E.

1. 決済事業者間での情報共有、および事前告知を⾏わず国⼜は補助⾦事務局から公表される場合があることに同意します。
2. 決済事業者もしくは補助⾦事務局から要求があった場合、本事業の要件を満たしていることが証明できる証憑を補助⾦事務局に提出します。
3. 国⼜は補助⾦事務局からの依頼により調査を実施する場合、必ず協⼒します。
4. 裏⾯同意書「5.本事業に関する業務」(1)〜(9)を適切に実施します。
5. 「不当な取引への対応に関して決済事業者が遵守すべき事項」によって求められる、加盟店情報の第三者提供について同意すること。
6. 上記「申告事項」を確認し、裏⾯のキャッシュレス・消費者還元事業参加に関する同意書の内容に同意のうえ申込みします。

宣誓および
同意事項

➡

－

　1. 本事業におけるID取得状況 加盟店ID情報

電マネ（iD以外）

事業所区分

事業所分類

フリガナ

同意する 同意して申込む場合はチェック

移動店舗 その他　→　（詳細︓　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フランチャイザー 　フランチャイジー ガソリンスタンド 左記に該当しない

会社所在地 店舗所在地

中小企業 組合・連合会  一般社団・財団等 　公益法⼈等 その他

受付日

確認事項①

ID登録日

フリガナ
部署・役職担当者氏名

     はい 風営法上に則る「風俗営業」「性風俗関連特殊営業」「接客業務受託営業」となる営業を⾏っている

担当者℡ メールアドレス

端末台数

店舗所在地

固定店舗

フリガナ

有効日

＠

クレジット 電マネ(iD)

％ ％

確認事項③      はい 風営法2条1項1号の営業許可＆⾷品衛生法第52条第1項の許可＆生活衛生同業組合の組合員＆組合からの指導を受けている
➡生活衛生同業組合が発⾏する証明書（写し）を合わせてご提出ください

制度に関するご案内送付先

店舗名

風営法2条1項1号の営業許可＆旅館業の営業許可を持っている ➡旅館業許可証(写し)を合わせてご提出ください

店舗売上高(直近1年)

％

(391)
(392)
(041)

(046)
(047)

(028)
(029)
(030)
(031)
(032)

(035)
(036)

(021)
(022)
(023)
(024)
(025)
(026)
(027)

年 月 日

(050)

(078) (080)

(055) (061)

(090)
(091)

(084)

(057)

お申込日 ⻄暦株式会社ＯＣＳ　御中キャッシュレス・消費者還元事業参加申込書

申 告 事 項

当方は裏⾯記載の宣誓事項およびキャッシュレス･消費者還元同意条項を承認のうえ、本制度に申請します。
また、貴社との間に加盟店契約がある場合、下記情報を貴社の必要に応じ変更届として取扱いされることを承認します。

A.

加盟店ID

　⑦ 事業構造等の確認

(008)

←個⼈企業の場合は法⼈番号記入不要
↓法⼈は会社印、個⼈は代表者個⼈印をご捺印ください

※個⼈事業主の方は営業の実態を確認できる証憑を合わせてご提出ください。営業実態を確認できる証憑として認められるものは下記のとおりです。
①開業届（写し）　②確定申告書（写し）　③納税証明書（写し）　④業種に係る許可証・免許証（写し）

(085)

➡

 OCSクレジット

(053) (059)
(054) (060)

(075) (076)

(092)

(095)

(051)

(082)

 個⼈

 法⼈・その他

法⼈番号

楽天Edy WAON   nanaco 交通系IC ドコモiD

 未取得　→下記の項目を全てご記入ください
 発⾏⼿続き申請中（　　月　　日頃申請）
 取得済み　→IDを右欄にご記入ください

加盟店事業者ID

印 ℡

※複数店舗で加盟店IDを取得済みの場合は、代表1店舗分のみのIDをご記入ください

(093)
(094)

(056)

取扱商品・サービス

※上欄の取扱い商品・サービスをご記入のうえ、下記の該当する業種欄に○印をお付けください

(088)
(089)

(052) (058)

(081)

(083)

(751) (077)

(079)

フリガナ

会社所在地

フリガナ
役職代表者氏名

電子マネーの取扱がある場合 本事業期間終了後の加盟店⼿数料率は税別3.25％以下となることに同意する 同意する

加盟店番号既存契約がある場合は
番号をご記入ください 既存契約なし  既存契約あり

電子マネー

支店番号

※本事業期間中の電子マネー加盟店⼿数料は「OCS電子マネー加盟店申込書」の内容に関わらず、税込3.25％以下にて設定いたします。

【　加盟店ID取得済みの場合は、「5.企業情報」 以下の薄⻩⾊の網掛け項目のみご記⼊ください　】

生年月日 ⻄暦 年

(065)
(067)

⾃宅住所
（個⼈企業の場合必須）

－ －
フリガナ

設⽴年月日

会社名

⻄暦 年 月 日 資本⾦ 万円

電子部品・デバイス・電子回路製造業

(012)
(013)
(014)
(015)
(016)

(009)
(010)
(011)

月 日

(033)
(034)

(037)
(038)

(006)

従業員数

⾃宅℡
（個⼈企業の場合必須）

(017)

(007)

(018)
(019)
(020)

℡

OCS使⽤欄 加盟店
⼿数料率

サービス情報
登録日

端末情報
登録日

(039)
(040)

確認事項②      はい
専門サービス業（他に分類されないもの）

保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）

(069)

(042)
(043)
(044)
(045)

万円 店舗管理者氏名 台

EC店舗

(099)

(073)
(074)

(048)
(049)

(068)

(072)

(070)

技術サービス業（他に分類されないもの）
(071)

フリガナ

設置会社 端末番号(端末の裏⾯・側⾯等または売上票に記載の番号)

－

⼈

4. 法人区分

5. 企業情報

6. 担当者情報

7. 店舗情報

2. 既存加盟店契約の有無

3. 対象決済サービス

9. 業種、取扱い商品・サービス

8. 決済端末情報

加盟店手数料に係る消費税 （課税対象） （課税対象） （課税対象） （課税対象） （非課税）



　　　　　　　　　　　キャッシュレス・消費者還元事業参加に関する同意書

申込者（以下「当方」という。）は、「キャッシュレス・消費者還元事業」(以下「本事業」という。)に参加するため、貴社に加盟登録を
依頼するにあたり、下記の事項について同意し⼜は誓約します。

1. 総則
本同意書は、本事業への参加に関して、必要な事項を定めるものであり、本同意書に定めのない事項は、貴社と締結した加盟店契
約（以下「加盟店契約」という。）に従うものとします。

2. 登録要件の充足等
(1)当方は、以下に掲げる各事項について、貴社に対して表明し、保証します。
①暴⼒団員による不当な⾏為の防止等に関する法律に規定する暴⼒団等の反社会的勢⼒に関係する事業者には該当しないこと。
②会社形態以外の事業者に該当する場合には、別紙1項（3）①から③のいずれかの事項を充足すること。
③別紙4項（1）①⼜は、②のいずれかの事業に該当するものとして、貴社に対して申告する場合、その内容が真実であること。
④本事業の実施期間（以下「事業期間」という。）に限って、資本⾦の減資や従業員数の削減を⾏い、事業期間終了後に、再
度、資本⾦の増資や従業員数の増員を⾏うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目的として、資本⾦、従業員、株式保
有割合等を変更しないこと。
⑤別紙1項の事項をいずれも充足する中小・小規模事業者であり、同2項の中小・小規模事業者等には該当しないこと。
⑥「キャッシュレス・消費者還元事業参加申込書」の記載内容が真実であること。
(2)当方は、別紙3項記載の取引について、本事業による補助の対象外であることを確認の上、承諾します。

3. 本事業における消費者還元率の設定等についての確認
当方は、別紙3項及び4項の内容を確認し、⾃らに適⽤される還元率、端末補助の有無、⼿数料補助の有無を判断の上で、貴社へ
加盟登録を依頼します。なお、当該判断に誤りがあった場合に生じる不利益については、当方が負担します。

4. 事業期間中の条件
当方は、事業期間中は、加盟店契約その他これに関連し⼜は付随する合意事項の内容に関わらず、以下の条件が優先して適⽤さ
れることに同意します。
(1) 加盟店⼿数料還元
当方は、事業期間中の加盟店⼿数料の３分の１相当額の補助⾦（以下「補助⾦」という。）について、事業期間中の加盟店⼿数
料から控除される方法により受領します。
(2) 加盟店⼿数料率の変更
加盟店契約における加盟店⼿数料率が税込3.25％を超える場合には、本事業期間中は税込3.25％に変更されるものとします。な
お、変更されたクレジットカード利⽤の加盟店⼿数料率は、事業期間が終了した後も変更されずに維持されるものとし、電子マネー決
済サービスの加盟店⼿数料率は事業期間終了後は税別3.25％以下に変更するものとします。
※加盟店⼿数料はクレジットは非課税、電子マネー決済サービスはiD以外消費税課税対象

5. 本事業に関する業務
当方は、本事業に関する業務について、以下の事項を適切に実施します。
(1) 当方は、キャンセルの場合等、補助⾦交付に係る原因取引が消滅した場合に、ポイント等による消費者還元がなされないよう貴
社を通じて一般社団法⼈キャッシュレス推進協議会（以下、「補助⾦事務局」という。）に当該事実を報告します。
(2) 当方は、不当な取引の防止を適切に⾏います。
(3) 当方は、本事業に参加をしている加盟店であることが消費者にわかるポスター等の掲⽰を⾏います。
(4) 当方は、店頭での購買時に、即時利⽤可能なポイント・クーポン等を発⾏し、購買⾦額に当該ポイント等相当額を充当する場合
には、その旨を消費者にわかりやすく表⽰します。
(5) 当方は、補助⾦事務局が⾏う需要平準化効果やキャッシュレス推進施策の状況等の調査等に協⼒します。
(6) 当方は、別紙1項から3項までに規定する本事業公募・登録対象に係る要件に該当しなくなった場合には、速やかに本事業に登
録をしている貴社を通じて、補助⾦事務局に連絡を⾏います。
(7) 当方は、本事業の要件を満たしていることを証明できる証憑を請求された場合、貴社を通じて、補助⾦事務局に提出します。
(8) 当方は、⾃らが判断した消費者還元率の設定等に疑義が生じた場合には、貴社の指⽰に基づき速やかに疑義を解消するための
対応を⾏います。
(9) 当方は、事業期間中、登録申請内容に変更が発生した場合には、速やかに貴社を通じて補助⾦事務局へ報告します。

6. 不正取引時の補助⾦返還等
当方は、当方が⾏ったキャッシュレス決済について、以下のいずれかに該当する不当な取引が発生した場合、⼜は不当な取引が発生
した疑いがあるとの補助⾦事務局からの通知を受けた場合には、当該利⽤分に基づく補助⾦につきましては、支払いを求めないものと
します。また、当方が貴社より補助⾦を受領済みの場合には、速やかに当該利⽤分に係る補助⾦相当額並びに当該補助⾦相当額
に年10.95％を乗じた額を、貴社に対して返還します。
①　他⼈のキャッシュレス決済⼿段を⽤いて決済した結果として、⾃⼰⼜は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
②　架空の売買や、直接⼜は間接を問わず、⾃らが販売した商品を同額で再度購入する取引等、客観的事情に照らして取引の実
態がないにも関わらず、当該取引を根拠として、⾃⼰⼜は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
③　商品若しくは権利の売買⼜は役務の授受を目的とせず、本事業による消費者還元を受けることのみを目的として、キャッシュレス
決済を⾏い、⾃⼰⼜は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
④　本事業の対象でない取引を対象であるかのように取り扱い、⾃⼰⼜は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
⑤　本事業の対象取引が取消、解除その他の事由により存在しなくなった、⼜は現⾦若しくは本事業の対象外取引である⾦券等に
よる反対給付が⾏われたにも関わらず、⾃⼰⼜は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
⑥　本事業の対象でない加盟店が対象であると申告することで、他者に本事業における消費者還元に基づく利益を得させること
⑦　その他貴社が本事業の趣旨に照らして不当であると判断する取引

7. 不正取引に関する調査
当方は、前項の不当な取引が疑われる事象が発生した場合⼜は不当な取引が発生した疑いがあるとの補助⾦事務局からの通知を
受けた場合には、貴社の指⽰に従うとともに、貴社が⾏う当該取引に対する調査に最大限協⼒します。

8. 解除及び損害賠償
当方は、6項に該当する不当な取引の発生が判明した場合、⼜は不当な取引が発生した疑いがあるとの補助⾦事務局からの通知を
受けた場合には、貴社の判断によりキャッシュレス決済を一時的に停止されたり、加盟店契約の一部⼜は全部を解除されたりしても、
異議を申し⽴てないものとします。
また、当方は、当方に帰責される不当な取引によって、貴社に損失が生じた際に、その帰責の程度に応じて、貴社の損失額に相当す
る⾦額（提携会社から課される損害賠償・違約⾦・制裁⾦・弁護⼠費⽤等を含む一切の損害）を貴社に支払います。

9. 不正取引に係る加盟店の情報提供
当方は、6項に該当する不当な取引の発生が判明した場合は、貴社が以下に掲げる当方の情報を本事業の執⾏団体である補助⾦
事務局及び他の本事業に登録する決済事業者（その委託先を含む）に共有することを承諾します。
①　社名（個⼈事業主にあっては事業主名）
②　代表者名
③　代表者生年月日
④　設⽴年月日
⑤　当該社及び不当な取引が⾏われた店舗の電話番号
⑥　当該社及び不当な取引が⾏われた店舗の住所
⑦　補助⾦の振込先⼝座情報
⑧　不当な取引を⾏った事実

10．加盟店ID
　当方は、本同意書交付時点において、既に加盟店IDを取得している場合には、当該加盟店IDを貴社に対して通知します。また、
当方は他の決済事業者に加盟店IDの発⾏⼿続きを依頼している場合には、加盟店ID取得後すみやかに貴社に対して通知します。

11．確認資料
　当方は、個⼈事業主に該当する場合には、貴社に対して開業届、納税証明書等の営業の実態を⽰す資料を交付します。また、当
方は、別紙2項13号（注６）記載の事業者に該当する場合には、各事業についての営業許可に関する証明書（写し）及び都道
府県組合が発⾏する組合員であること、組合による指導を受けたことに関する証明書（写し）を貴社に対して交付します。

12．協議事項
本同意書において定めのない事項⼜は疑義がある事項については、別途、貴社との協議をもって決定します。　　　　　　　　　　以上
　

【別紙】
1. 公募の対象となる中小・小規模事業者等について
(1) 公募の対象となる中小・小規模事業者等の定義
本事業において登録対象となる中小・小規模事業者等は、以下のとおりとする。
・製造業その他︓資本⾦の額⼜は出資の総額が3億円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が300⼈以下の会社及び個⼈事業主
・卸売業︓資本⾦の額⼜は出資の総額が1億円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が100⼈以下の会社及び個⼈事業主
・小売業︓資本⾦の額⼜は出資の総額が5千万円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が50⼈以下の会社及び個⼈事業主
・サービス業（※1）︓資本⾦の額⼜は出資の総額が5千万円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が100⼈以下の会社及び個⼈事業主
※1　旅館業は資本⾦5千万円以下⼜は従業員200⼈以下、ソフトウェア業・情報処理サービス業は資本⾦3億円以下⼜は従業員300⼈以下とする。
※2　資本⾦⼜は出資が5億円以上の法⼈に直接⼜は間接に100％の株式を保有される事業者は本事業の登録の対象外とする。
※3　事業実施期間に限って、資本⾦の減資や従業員数の削減を⾏い、事業実施期間終了後に再度資本⾦の増資や従業員数の増員を⾏うなど、専ら本事業の
対象事業者となることのみを目的として、資本⾦、従業員、株式保有割合等を変更していると認められた場合は申請時点にさかのぼって本事業の登録の対象外とす
る。
(2) 課税所得
1．（1）に該当する中小・小規模事業者等であっても、下記に該当する場合は、登録の対象外とする。
・登録申請時点において、確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年⼜は各事業年度の所得の⾦額の年平均額が15億円を超える事業者
※1　「所得」とは、法⼈事業者においては法⼈税法第22条1項に規定される「所得」⼜は法⼈税法第81条の2に規定される「連結所得」を⽰し、個⼈事業者におい
ては所得税法第27条に規定される「事業所得」を⽰す。
※2　上記への該当の有無の確認のため、必要がある場合には、納税証明書の提出を求めることとする。
(3) 会社形態以外の事業者について
本事業において登録対象となる会社形態以外の事業者は以下のとおりとする。
① 中小企業支援法第2条第1項第4号に規定される中小企業団体、特別の法律によって設⽴された組合⼜はその連合会については、1．（2）に該当しない場合
に限り登録の対象とする。
② 一般財団法⼈、一般社団法⼈、特定非営利活動法⼈については、1．（1）の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下であり、1．
（1）の※2⼜は※3に該当しない限り登録の対象とする。
③ 公益財団法⼈、公益社団法⼈については、1．（1）の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下であり、1.（1）の※3に該当しない場合
に限り登録の対象とする。

2. 登録の対象外となる中小・小規模事業者等
下記の中小・小規模事業者等は本事業の登録の対象外とする。
① 国、法⼈税法別表第一に規定する公共法⼈
② ⾦融商品取引法に規定する⾦融商品取引業者
③ 資⾦決済に関する法律第2条第17項に規定する銀⾏等（同項第8号から第14号までに掲げる者を除く。）、同条第8項に規定する仮想通貨交換業者、信⽤
保証協会法に規定する信⽤保証協会、農業信⽤保証保険法に規定する農業信⽤基⾦協会、中小漁業融資保証法に規定する漁業信⽤基⾦協会、信託業法に
規定する信託会社、保険業法に規定する保険会社
④ 健康保険法、国⺠健康保険法、労災保険、⾃賠責保険の対象となる医療等の社会保健医療の給付等を⾏う保健医療機関（注1）及び保険薬局（注2）
⑤ 介護保険法に基づく保険給付の対象となる居宅サービスや施設サービスを提供する介護サービス事業者（注3）
⑥ 社会福祉法に規定する第一種社会福祉事業、第⼆種社会福祉事業及び更正保護事業法に規定する更正保護事業を⾏う事業者（注4）
⑦ 学校教育法に規定する学校、専修学校、修⾏年限が1年以上などの一定の要件（注5）を満たす各種学校
⑧ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「風俗営業」（※一部例外（注6）を除く）、「性風俗関連特殊営業」、「接客業務受託営
業」を営んでいる事業者
⑨ 暴⼒団員による不当な⾏為の防止等に関する法律に規定する暴⼒団等の反社会的勢⼒に関係する事業者
⑩ 宗教法⼈
⑪ 関税法第42条に規定する保税蔵置場の許可を受けた保税売店
⑫ 法⼈格のない任意団体
⑬ その他、本事業の目的・趣旨から適切でないと経済産業省及び補助⾦事務局が判断する者
（注1） 保険適⽤外のいわゆる⾃由診療（保険医療機関以外の医療機関で⾏うものを含む。）についても補助対象外。
（注2） 保険薬局について、OTC医薬品や日⽤品等の消費税課税取引は補助対象。
（注3） 介護保険法に基づく特定福祉⽤具販売事業所が⾏う特定福祉⽤具販売、工務店やリフォーム業者が⾏う居宅介護住宅改修は補助対象。
（注4） 社会福祉事業のうち、生産活動として⾏うもの（レストラン営業や小売など）は補助対象。
（注5） ①修業年限が1年以上であること、②1年間の授業時間数が680時間以上であること、③教員数を含む施設等が同時に授業を受ける生徒数からみて⼗分
であること、④年2回を超えない一定の時期に授業が開始され、その終期が明確に決められていること、⑤学年⼜は学期ごとにその成績の評価が⾏われ、成績考査に
関する表簿などに登載されていること、⑥成績の評価に基づいて卒業証書⼜は終了証書が授与されていること。
※一般的に上記①〜⑥の要件にあてはまらない学習塾、⾃動⾞学校、カルチャースクール等は消費税課税であるため、補助対象。
（注6） ①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第1項第1号の営業許可及び旅館業法第3条第1項に規定する許可を受け旅館業を営
む事業者、②風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第1項第1号の営業許可及び⾷品衛生法第52条第1項の許可を受け、生活衛生同業
組合の組合員であり、料⾦の明⽰、明細の交付など会計処理を的確に⾏うことについて組合による指導を受けた旨の確認を得て飲⾷店を営む事業者は補助対象。

3. 消費者還元の対象外となる取引
1．（1）の中小・小規模事業者等に該当する場合であっても、下記の取引については本事業の補助の対象外とする。仮にこれらの取引に消費者還元が⾏われたこ
とが発覚した場合は、補助⾦の返還を求める。
① 消費税法別表第⼆の一〜五に規定する有価証券等、郵便切⼿類、印紙、証紙及び物品切⼿等の販売
② 全ての四輪⾃動⾞（新⾞・中古⾞）の販売
③ 新築住宅の販売
④ 当せん⾦付証票（宝くじ）、スポーツ振興投票券（スポーツ振興くじ）、勝⾺投票券（競⾺）、勝者投票券（競輪）、⾈券（競艇）及び勝⾞投票券（オー
トレース）の販売
⑤ 収納代⾏サービスや代⾦引換サービスに対する支払い
⑥ 給与、賃⾦、寄付⾦、祝⾦、⾒舞⾦、補助⾦、保険⾦、共済⾦、株式の配当⾦やその他の出資分配⾦の支払い
⑦ キャンセルにより存在しなくなった原因取引に対する支払い
⑧ その他本事業の目的・趣旨から適切でないと経済産業省及び補助⾦事務局が判断するものに対する支払い
（注）以下の取引については消費者還元の対象となる。
（ア）⼆輪⾃動⾞（新⾞・中古⾞）の販売
（イ）酒類の販売
（ウ）著作物（書籍・雑誌、新聞及びレコード盤・音楽⽤テープ・音楽⽤CD）の販売
（エ）たばこの販売
※たばこの販売については、下記の事項について遵守できる場合のみに限る
・本事業のポイント付与等（フランチャイズチェーン加盟店等については2％、それ以外の中小・小規模事業者の店舗については5％）に加えて、小売販売業者の負
担でポイント付与等を⾏うことは認められない。
・本事業に参加するフランチャイズチェーン等において、補助の対象外となるチェーン本部の直営店等で当該事業と同様のポイント付与等を実施する場合、当該直営店
等において、たばこをポイント付与等の対象とすることは、たばこ事業法の趣旨に反するものではないが、この場合においても、当該事業のポイント付与等と異なるポイント
付与等を小売販売業者の負担で⾏うことは認められない。
【参考】財務省HP︓「キャッシュレス・消費者還元事業におけるたばこの取扱いについて」https://www.mof.go.jp/tab̲salt/tobacco/cashless.html

4. 消費者還元率の設定
(1) 還元率が2％となるフランチャイズチェーン等の定義
1．（1）または1．（3）に該当し、2．に該当しない中小・小規模事業者等であって以下に該当する者については、フランチャイズチェーン等に属する中小・小規模
事業者等として、購買に対する消費者への還元額を取扱額の2％とする等、個別の中小・小規模事業者等とは別途の取扱をすることとする。
① フランチャイズ本部に該当する事業者（注）（本部が中小・小規模事業者等に該当しない場合に限る）と概ね次のような事項を含む契約を結ぶ者
(ア) 加盟者が本部の商標、商号等を使⽤し営業することの許諾に関するもの
(イ) 営業に対する第三者の統一的イメージを確保し、加盟者の営業を維持するための加盟者の統制、指導、援助等に関するもの
(ウ) 上記に関連した対価の支払いに関するもの
(エ) フランチャイズ契約の終了に関するもの
（注）「フランチャイズ本部に該当する事業者」とは、本部が加盟店に対して、特定の商標、商号等を使⽤する権利を与えるとともに、加盟者の物品販売、サービス提
供その他の事業・運営について、統一的な方法で統制、指導、援助を⾏い、これらの対価として加盟者が本部に⾦銭を支払う事業形態を展開する事業者をいう。
② 「揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和51年法律第88号）」に基づき、経済産業大⾂の登録を受け、揮発油販売業を⾏う者
(2) フランチャイズチェーン等における消費者への還元率の設定　【別表1参照】
※1　本部が中小・小規模事業者等に該当するかは、1．で規定する要件に基づき判断するものとする。
※2　フランチャイズ本部が一定の地域において、フランチャイズ展開機能を特定の企業（「エリアフランチャイズ」等）に与え、その企業が地域内でフランチャイズ展開を
進めている場合であっても、「エリアフランチャイズ」等ではなく、あくまでフランチャイズ本部の資本⾦や従業員数等に基づき、還元率を判断する。
(3) フランチャイズチェーン等における消費者への還元率の設定還元率が5％となる事業と2％となる事業が混在している事業者について
加盟店が、多角的な経営を実施し、還元率を5％とする要件に該当する事業と還元率を2％とする要件に該当する事業のいずれも実施している場合であって、還元率
の異なる決済データを分けて決済事業者へ提供できるときは、それぞれの適当な還元率で消費者還元を実施するとともに、還元率を5％とする要件に該当する事業に
限って、端末補助および⼿数料補助の対象とすることとする。ただし、還元率の異なる事業の切り分けが困難な場合は、還元率を2％に統一して消費者還元を実施す
ることとし、端末補助および⼿数料補助は実施しない。

5. 還元率の設定について疑義がある場合の措置
(1) 加盟店登録時において、4．に基づきフランチャイズチェーン等への該当の有無の判断がなされた場合においても、事務局が適当でないと判断した場合、以下の対
応を⾏う。
① 本来の還元率が2％であるにも関わらず、5％と判断されていた場合
消費者還元率を2％とし、当該加盟店における購買に基づいて消費者還元が⾏われた場合あっては、消費者還元の対象加盟店となった時に遡って、差額3％分にあ
たる補助⾦の交付を取り消す。
② 本来の還元率が5％であるにも関わらず、2％と判断されていた場合
事務局が指⽰する時期以降の消費者還元率を5％とし、当該時期以降に端末補助や⼿数料補助の対象とする。なお、当該時期以前に遡って、追加の補助⾦の交
付は⾏わない。
※事業としては中小・小規模事業者等の事業所での商品・サービス提供となったとしても、消費者からのキャッシュレス決済が、大企業との売買契約に基づくものとなる
場合、本制度の対象外取引となる。
(2) 補助対象の取引と補助対象外の取引が混在する中小・小規模事業者等
加盟店において、補助対象の取引と補助対象外の取引が混在する場合、中小・小規模事業者等は補助対象の取引と補助対象外の取引を区別して決済処理をし
なければならない。また、B型決済事業者および準B型決済事業者は、補助対象となる決済情報のみを集計できる⼿段を事前に講じなければならない。仮にこれらの
取引に補助⾦が支出されたことが発覚した場合は、補助⾦の返還を求めるとともに、当該中小・小規模事業者等の登録を取り消す場合がある。　　　　　　　　　　以上

本部が中小・小規模事
業者等に該当

本部が中小・小規模事
業者等に該当しない（※
1）

揮発油販売業の登録を
受ける者

還元率：2％
端末補助：なし
手数料補助：なし

還元率：0％
端末補助：なし
手数料補助：なし

還元率：2％
端末補助：なし
手数料補助：なし

還元率：5％
端末補助：あり
手数料補助：あり

加盟者
（中小・小規模事業者

等）（※2）

中小・小規模事業者等
中小・小規模事業者等に

該当しない者

還元率：0％
端末補助：なし
手数料補助：なし

還元率：0％
端末補助：なし
手数料補助：なし

加盟者
（中小・小規模事業者
等に該当しない）

還元率：0％
端末補助：なし
手数料補助：なし

還元率：5％
端末補助：あり
手数料補助：あり

フランチャイズチェー
ン本部の直営店

【別表1】 フランチャイズチェーン等における消費者への還元率の設定


